
愛知県の都市計画

令和６年1０月３０日(水)

愛知県 都市・交通局

都市基盤部 都市計画課
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１．はじめに
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□都市計画とは
○都市で生活する人々が「安全で快適な生活」や「機能的な都市活動」を
行うために、計画的なまちづくりを行うこと。

○具体的には、
・都市計画に関する基本的な方針(マスタープラン)を定める。
・土地の使い方や建物の建て方に共通のルール(土地利用計画)を定める。
・日常生活・都市活動（産業活動）に必要な道路、公園、下水道など
(都市施設)を整備する。

・都市基盤の未整備な市街地の面的に整備(市街地開発事業)する。

⇒地域の特性に合った、より良い都市環境を形成するため、
総合的・一体的な計画を確立

（１）都市計画とは ①

■都市計画法
（目的）
第１条 この法律は、都市計画の内容及びその決定手続、都市計画制限、都市計画事業その他都市計画
に関し必要な事項を定めることにより、都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もつて国土の均衡あ
る発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。
（都市計画の基本理念）
第２条 都市計画は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市
活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきこと
を基本理念として定めるものとする。 5



（１）都市計画とは ②

都市計画の関連法体系
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【上位計画】
土地基本法、国土利用計画法、
国土形成計画法等に基づく
上位計画と整合を図る。

【関連法令】

都市計画法を受け、別法で具体的な
内容を規定

例えば、「用途地域」については指定要件
を都市計画法で定め、

各種用途地域における規制内容等を建築基
準法で詳細に定めている
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【都市計画の枠組み】

出典：みんなで進めるまちづくりの話／みらいに向けたまちづくりのために 国土交通省HP

（１）都市計画とは ③
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【国・県・市町村の役割分担】（事業実施関係を除いた計画に関するもの）

（２）業務の役割分担 ①

□国
〇法令の整備(国
全体の都市計画

の根幹的な方針)

〇制度の運用に

あたっての

基本的考え方、

新たな政策課題

への対応の明示

等

□県
〇都市計画区域の指定

○区域毎のマスター

プランの決定

〇土地利用

・区域区分の決定

・地域地区（一部）

の決定

〇都市施設・市街地

開発事業の決定

(広域的・大規模案件)

□市町村
○都市（市町村）毎の

マスタープラン（基
本的方針）の決定

〇土地利用
・用途地域始め地域

地区の決定
(県決定案件除く)

・地区計画の決定 等

〇都市施設・市街地
開発事業の決定

（県決定案件を除く）

※都市施設、市街地整備事業は、主に県の事業となるものを県が決定している。

・
法
令
に
基
づ
い
て
定
め
る
。

・
国
の
利
害
に
重
大
な
関
係
が
あ
る
都
市

計
画
の
決
定
に
つ
い
て
協
議
を
行
う
。

・
運
用
に
関
す
る
指
針
を
参
照
す
る
。

・
区
域
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
即
す
。

・
都
市
計
画
決
定
に
際
し
て
、
協
議
を
行
う
。

・
そ
の
他
の
都
市
計
画
と
調
整
、
連
携
す
る
。



２．最近の都市計画を巡る動き
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（１）コンパクトなまちづくり

（２）災害に強いまちづくり

（３）まちづくりのDX化

（４）新型コロナを契機としたまちづくり



「コンパクトシティ」とは

・人口減少・高齢化が進む中で、

住まい・交通・公共サービス・商業施設などの生活機能を

コンパクトに集約し、効率化した都市のこと

歩いて暮らせる ＝高齢者にやさしい

効率的に活動する ＝環境負荷の軽減

郊外の維持費を減らす＝都市経営コストの縮減

安全な場所で暮らす ＝災害の防止

10

（１）コンパクトなまちづくり

都市再生特別措置法の改正（平成26年8月1日施行）により

「立地適正化計画」の策定が新たに創設された。

持続可能な

まちづくり
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（１）コンパクトなまちづくり

国土交通省（立地適正化計画概要パンフレット）より

コンパクト
生活サービス機能と居住を集約・

誘導し、人口を集積

＋

ネットワーク
まちづくりと連携した公共交通

ネットワークの再構築

「コンパクトシティ」のイメージ
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（２）災害に強いまちづくり

国土交通省HPより

頻発・激甚化する自然災害に対応した「安全なまちづくり」

都市計画法・都市再生特別措置法の改正（令和2年6月10日公布）
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国土交通省HPより

新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性（イメージ）（３）まちづくりのDX（デジタル・トランスフォーメーション）化

デジタル技術を用いて、豊かな生活、
多様な暮らし方・働き方を支える

「人間中心のまちづくり」を目指す

〇持続可能な都市経営

〇Well-beingの向上

〇機動的で柔軟な都市
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国土交通省HPより

新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性（イメージ）（４）新型コロナを契機としたまちづくり



３．愛知県の都市計画

15



16

（１）都市計画区域①
□都市計画区域（法第５条）

一体の都市として総合的に整備、開発及び保全する必要がある区域

面積
約69%
約3543／約5170k㎡

人口
約99％
約745／約750万人

愛知県では、
県土の約69%が都市計画区域で、
その中で約99%の人が居住。

6都市計画区域 （名古屋、尾張、知多、豊田、西三河、東三河）

県内、５４市町村のうち
５１市町村が都市計画区域
に指定されている



（１）都市計画区域②

都市計画区域 外都市計画区域

―

「一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全する
必要がある区域を指定する（法第５条）」ことにより、効率
的な公共投資を図り、健全かつ合理的な土地の利用を推進す
る。

目 的

―
区域区分、用途地域等により無秩序な
市街地拡大を防止土地利用

規 制

効
果
・
制
度
概
要
等

10,000㎡（1ha）以上の開発行為が
対象（技術基準のみ適用される）

市街化区域内500㎡（東三河地域は1,000㎡）以上の開発行
為が対象
市街化調整区域では、技術基準＋立地基準の適用により強力
な開発規制

開発許可

建築基準法の単体規定（構造、設
備）のみ適用される（＝建物単体で
の安全性等の確保）

建築基準法の集団規定（接道義務、建ぺい率・容積率等の形
態制限）の適用により、計画的な土地利用コントロール、一
定の基盤整備水準の確保が可能（＝地域環境・防災性の向
上）

建築物
規 制

不可街路や土地区画整理事業等の各種都市計画事業の活用が可能
都市計画
事 業

徴収できない徴収できる（原則、市街化区域内）都市計画税 17



（２）マスタープラン①

□ 都市計画区域マスタープラン（法第６条の２）

・正式名称：「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」

・県が、都市計画区域ごとに都市の将来像を明らかにし、基本的な方針を

広域的な見地から定めるもの。

 ６つの都市計画区域ごとに策定（平成31年3月）

 目標年次：

・基準年次（平成30年）から概ね20年後の都

市の姿を展望。

・都市施設等の整備目標は10年後の令和12年

(2030年）を目標年次。

 マスタープランに定める内容：

・都市計画の目標

・区域区分の有無及びこれを定める際の方針

・主要な都市計画の決定等の方針

（土地利用、都市施設、市街地開発事業等）
18



【市町村都市計画マスタープラン】

（法第18条の２）

・市町村が策定
※都市計画決定するものでない

・正式名称：
「市町村の都市計画に関する基本的な方針」

・市町村が策定する「市町村基本構想（市町村総
合計画）」と県が策定する「都市計画区域マス
タープランに即する必要がある。

 目的と役割
・市町村が自ら定める都市計画の総合的な指針
・まちづくりの具体性のある将来ビジョン
・地区別のあるべき市街地像を示す

（２）マスタープラン②

19



（２）マスタープラン③
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名古屋都市計画区域 （12市 4町 1村）

名古屋市、瀬戸市、尾張旭市、豊明市、日
進市、清須市、北名古屋市、長久手市、津
島市、愛西市、あま市、弥富市、東郷町、
豊山町、大治町、蟹江町、飛島村



（２）マスタープラン④

21

「元気」

「暮らしやすさ」

リニア開業によるインパクトを活かし、
多様な産業と高次の都市機能が集積した世界へ飛躍する都市づくり

リニア中央新幹線開業に伴うヒト、モノなどの動きの広域化、
県営名古屋空港・名古屋港といった交流拠点とその周辺における
航空宇宙産業をはじめとする産業の集積など、充実した国際的・
広域的基盤を活かした都市づくり

商業・業務施設などの高次都市機能が集積し、都市住民がこれら
のサービスを享受できる便利で豊かな都市づくり

基本理念 （名古屋都市計画区域）



（２）マスタープラン⑤

将来都市構造図（名古屋都市計画区域）

名古屋都心部

津島駅周辺

弥富駅周辺

県営名古屋空港周辺

名古屋港周辺

リニア中央新幹線・
東海道新幹線
名古屋駅周辺

新瀬戸駅周辺

22



（３）土地利用計画 区域区分①

□ 区域区分（法第７条）・・・いわゆる「線引き」

・区域区分とは、都市計画区域内を市街化区域と市街化調整区域に区分すること。

・都道府県＊１が都市計画区域について区域区分を定めることができる。

＊１ 政令市内は政令市が決定

市 街 化 調 整 区 域市 街 化 調 整 区 域

都 市 計 画 区 域都 市 計 画 区 域

出典：みんなで進めるまちづくりの話／みらいに向けたまちづくりのために 国土交通省HP

• 既に市街地を形成している区域

• 概ね１０年以内に優先的かつ計画的に
市街化を図るべき区域

• 愛知県内 約113,331ha（R6.4.1時点）

• 市街化を抑制すべき区域

• 開発、建築行為を厳しく制限

• 愛知県内 約240,988ha（R6.4.1時点）

市街化調整区域

市街化区域

23
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■ 市街化区域編入

◇編入時期

①定期的な見直し 概ね10年に一度(直近はH３１．３)
②随時の見直し 定期的な見直しで定めた必要面積の範囲

◇編入要件
①上位計画との整合

・「都市計画区域マスタープラン」「市町村都市計画マスタープラン」等との整合

②基盤施設整備の確実性
・道路、調整池など基盤整備の確実性があるもの

③位置の妥当性
・鉄道駅など既存ストック等の活用が図られる地域

④規模の妥当性
・飛び地の場合は、原則として50ha以上

⑤低・未利用地の状況
・市街化区域における低・未利用地について考慮されていること。

（３）土地利用計画 区域区分②
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■ 市街化区域に含めない区域

【基本方針】
防災上、農林漁業振興上、自然環境の保全上、市街地として整備・開発することが望ましく

ない区域は市街化区域に含めないものとする。

【運用基準】
●原則として、次に該当する区域は市街化区域に含めないものとする。

①溢水、湛水、津波、高潮、土砂流出、地滑り等による災害の恐れのある土地の区域

（土砂災害特別警戒区域、津波災害特別警戒区域、災害危険区域、

地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域等が含まれている区域）。

②優良な集団農用地及び土地改良事業、その他の農業に関する基盤施設整備事業を

実施中等の区域で、今後とも農用地として保全すべき一団の区域。

③優れた自然環境の保全、優れた自然の風景及び田園的風景の維持、都市環境の保全、

水源のかん養、土砂の流出の防備等のために保全すべき土地の区域。

（３）土地利用計画 区域区分③



【用途地域】：都市を住宅地、商業地、工業地などいくつかの種類
に区分し、建築できる建物の種類、用途の制限を

定めたルール Ｈ29法改正：田園住居地域を追加

26

第一種低層住居専用地域第一種低層住居専用地域

低層住宅のための地域です。
小規模なお店や事務所をかねた住宅
や、小中学校などが建てられます。

第二種低層住居専用地域第二種低層住居専用地域

主に低層住宅のための地域です。
小中学校などのほか、150㎡までの一
定のお店などが建てられます。

第一種中高層住居専用地域第一種中高層住居専用地域

中高層住宅のための地域です。
病院、大学、500㎡までの一定のお店
などが建てられます。

第二種中高層住居専用地域第二種中高層住居専用地域

主に中高層住宅のための地域です。
病院、大学、1,500㎡までの一定のお
店など利便施設が建てられます。

第 一 種 住 居 地 域第 一 種 住 居 地 域

住居の環境を守るための地域です。
3,000㎡までの店舗、事務所、ホテル
などは建てられます。

第 二 種 住 居 地 域第 二 種 住 居 地 域

主に住居の環境を守るための地域で
す。店舗、事務所、ホテルなどは建て
られます。

準 住 居 地 域準 住 居 地 域

道路の沿道において、自動車関連施
設などの立地と、これと調和した住居
の環境を保護するための地域です。

近 隣 商 業 地 域近 隣 商 業 地 域

まわりの住民が日用品の買物などを
するための地域です。
住宅や店舗のほかに小規模の工場も
建てられます。

商 業 地 域商 業 地 域

銀行、映画館、飲食店、百貨店などが
集まる地域です。
住宅や小規模の工場も建てられます。

準 工 業 地 域準 工 業 地 域

主に軽工業の工場やサービス施設等
が立地する地域です。
危険性、環境悪化が大きい工場のほ
かは、ほとんど建てられます。

工 業 地 域工 業 地 域

どんな工場でも建てられる地域です。
住宅やお店は建てられますが、学校、
病院、ホテルなどは建てられません。

工 業 専 用 地 域工 業 専 用 地 域

工場のための地域です。
どんな工場でも建てられますが、住宅、
お店、学校、病院、ホテルなどは建て
られません。

住居系

商業系 工業系

（１）地域地区等（法第８条、９条）

・都市計画区域内の土地をその利用目的によって区分し、建築物などに対する
ルールを決め、土地の合理的な利用を図るために用途地域等を指定すること。

（３）土地利用計画 用途地域①

田 園 住 居 地 域
農地と調和した低層住宅に係る良好な
住居環境を保護するための地域です。 26



（３）土地利用計画 用途地域②

27
卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場等は、都市計画区域内においては都市計画決定が必要(法51条)
※本表は建築基準法別表第2の概要であり、全ての制限について掲載したものではない



第一種低層住居専用地域
（豊田市乙部ヶ丘地区）

第一種中高層住居専用地域
（名古屋市アーバンラフレ鳴子）

工業専用地域（東海市臨海部）
商業地域（春日井市勝川駅北）

出典：豊田市HP／ＵＲ都市機構HP／春日井市HP／東海市HP 

（３）土地利用計画 用途地域③
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【その他】

都市計画決定
(H31.4.1)

内 容主な地域地区

42地区
建築物の用途に係る規制の強化又は緩和を行うために定め
る。（文教地区、観光地区など）

特別用途地区

45都市
一定の建築物を耐火建築物にし、防火上の観点から規制を
行うもの。

防火地域及び
準防火地域

7,851地区
市街化区域内において緑地機能及び多目的保留地機能の優
れた農地等を計画的に保全し、良好な都市環境の形成に資
することを目的として指定する。

生産緑地地区

1地区
伝統的建造物群とこれと一体をなしてその価値を形成して
いる環境を保全するために定める。

伝統的建造物群
保存地区

絞商の豪壮な屋敷構え

名古屋市緑区有松の一部を初決定（H27年度）

・近世から昭和初期にかけて絞り染めで発展し
た東海道沿いの町並み。豪壮な屋敷構えと絞業
に関わる諸職の町家が建ち並ぶ特徴のある町並
みを良く残している。

出典：愛知県HP

（３）土地利用計画 その他①
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（２）地区計画等（法第12条の４、５）

出典：全国地区計画推進協議会HP

 地区計画は地区ごとの計画

街区などの一定のエリア、あるいは共通した特徴を持つ地域
ごとに計画をつくる。

 地区計画は住民が主体となってつくる

土地や建物の所有者などの住民が主役となって、話し合い、
考えを出し合いながら地区の実情に応じた計画をつくる。

 建物・道路・公園等に関するルール

住民の意見を十分に反映させながら、建物や道路・公園など
の施設のつくり方をあらかじめ計画し、その実現を図る。

住民の生活に身近な空間を対象とした地区レベルでのまちづくりを進める手法。

地区計画とは…

（３）土地利用計画 地区計画①
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【都市施設】（法第１１条）

産業活動や生活に必要な都市

の骨組みを形成する施設。

都市にとって必要な施設を

都市計画に定める。

・交通施設（道路、鉄道等）

・公共空地（公園、緑地等）

・供給処理施設（下水道等）

・水路（河川、運河等）

・教育文化施設

・市場、火葬場

・一団地の官公庁施設

・流通業務団地 など

出典：みんなで進めるまちづくりの話／みらいに向けたまちづくりのために
国土交通省HP

（４）都市施設①
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（４）都市施設②

□都市施設の都市計画基準(法13条)
○都市施設は、土地利用、交通等の現状及び将来の見通しを勘案して、適切

な規模で必要な位置に配置
○市街化区域については、少なくとも道路、公園、下水道を定める

⇒その他は必要に応じて

□都市施設を定める意義

①計画段階における整備に必要な区域の明確化
②土地利用や各都市施設間の計画の調整
③住民の合意形成の促進

□都市施設等区域内の建築制限(法第53条～)
○原則として、容易に移転し又は除去できる建築物以外は不可

具体的には、
・階数が二以下で、地階を有しないこと
・主要構造物が木造、鉄骨造、コンクリートブロック等→鉄筋コンクリートは不可



稲沢西春線：稲沢市

【都市計画道路】
本県の都市計画道路の内
約24％が未整備（R5.3.31）

都市計画決定延長
(R5.3.31)

目 的種別

約279km都市高速道路など専ら自動車の交通のための道路。自動車専用道路

約4, 383km
都市内におけるまとまった交通を受け持つとともに、都市
の骨格を形成する道路。

幹線街路

約103km地区における宅地の利用のための道路。区画街路

約75km専ら歩行者、自転車又は新交通等の交通のための道路等。特殊街路

菱野線（菱野トンネル）：瀬戸市

出典：令和5年都市計画現況調査 国土交通省HP

（４）都市施設 都市計画道路①

33



34

（４）都市施設 都市高速鉄道

□基本的考え方
○都市高速鉄道については、以下のものを都市計画に定める。

①連続立体交差事業にかかる鉄道

・知立連立、東海太田川連立 等
②地下鉄等

・名古屋市都市高速度鉄道(地下鉄) 、上飯田連絡線 等
③新交通システム

・東部丘陵線、ガイドウェイバス志段味線

東海太田川 連続立体交差事業

東部丘陵線（リニモ）
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（４）都市施設 その他交通施設

相生駐車場(刈谷市)勝川駅 駅前広場(春日井市)

□ 駅前広場（R5.3.31）
・県内で198箇所
ただし、道路の一部として決定

□自動車駐車場（R5.3.31）
・県内で34箇所

□自転車駐車場（R5.3.31）
・県内で38箇所



（４）都市施設 その他

【その他】

・国や県や市町村の施設をまとめる官公庁施設の一団地。
・官公庁施設の機能を十分に発揮できる様、市の中心部等適正な位置に

官公庁施設群として都市計画決定する。

都市計画決定箇所数
(R5.3.31)

対 象 等主な都市施設

4殿田川、矢作川、瀬戸川、天神川（約6.5km）河 川

17
岡崎市リサイクルプラザ、東部知多クリーンセンターなど
（20都市）

ゴミ焼却場

１名古屋大学（約69.7ha）学 校

7
知多南部食品流通センター、東三河食肉流通センター
豊田市公設地方卸売市場など（６都市）

市 場

1
名城郭内団地（愛知県・名古屋市・国の諸機関）
約19.7ha

一団地の官公庁施設

出典：令和5年都市計画現況調査
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土地区画整理事業、市街地再開発事業などの
市街地開発事業を計画します。

土地区画整理事業のイメージ 市街地再開発事業のイメージ

（５）市街地開発事業
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【収入】
・保留地処分金
・補助金、助成金
・公共施設管理者負担金

【支出】
・道路などの整備費
・建物移転補償費
・宅地の整地費
・調査費、設計費

土地区画整理事業のしくみ （根拠法：土地区画整理法）

資金構成

（５）市街地開発事業

38
「減歩」は、憲法第29条第3項の私有財産権の規定に違反しないか
⇒ 減歩によって面積は減少するが、「換地」の価格は整理前より高くなり、正当な補償がなされて

いるとみなされ、憲法違反ではないと解されている。

（国土交通省HPより）



（６）都市計画の手続き 決定権者

▼ 都市計画の種類と都市計画を定める者

都市計画を定める者都 市 計 画 の 種 類

県都市計画区域マスタープラン

県又は
名古屋市

市街化区域
市街化調整区域

区域区分

土地利用
市町村

（県も一部あり）
用途地域など地域地区など

市町村又は県
（規模等による）

道路、公園、ごみ焼却場など
都市施設

市町村市場、と畜場、火葬場など

市町村又は県
（規模等による）

土地区画整理事業、新住宅市街地開
発事業、市街地再開発事業など

市街地開発事業
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都市計画の案を作る段階で、説明会や公聴会を開催する必要があり、また住民は案の
縦覧の際に意見書の提出も可能である。

案は、提出された意見書とともに都市計画審議会で審議され、必要な手続きを経た後
決定される。

（2週間）

住民意見の反映
～都市計画決定の告示・縦覧まで

約１年間

案の
申し出

都市計画
案の作成

国土交通省
事前協議

国土交通大臣の
同意

他の行政機関等と
の調整等

都市計画の案の
公告・縦覧

都市計画
審議会

都市計画
の決定

告示
縦覧

市町村の意見
聴取

公聴会の開催等による
住民意見の反映

意見の提出

（６）都市計画の手続き 手続きの流れ

○ 県決定の場合の手続きの流れ

▼ 都市計画決定の手続き

国
交
省

県

市
町
村

住

民
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（６）都市計画の手続き 環境影響評価①

（１）都市計画における環境影響評価とは

▼ 規模が大きく環境影響の著しいものとなるおそれがある事業

環境影響評価法 及び 愛知県環境影響評価条例
に基づき、事業者自らが環境影響評価を実施

▼ 環境影響評価は、事業者が実施することを基本としているが、都市計画法に

基づき、市街地開発事業及び都市施設の都市計画決定（変更）を行

う場合には、都市計画決定権者が事業者に代わるものとして、

都市計画手続きにあわせて環境影響評価その他の手続き

を実施する。 （通称、「都市計画アセス」という）
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（６）都市計画の手続き 環境影響評価②

（２）環境影響評価法又は県条例で対象となる事業の概要の例
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(1)見直しの必要性

①都市計画法での位置づけ

・法第２１条に、「都市計画基礎調査の結果等により必要が明らかになった場合は、
遅滞なく、都市計画を変更しなければならない。」と規定

②長期未着手都市計画道路の存在

・本県の都市計画道路は戦後から高度経済成長期までに多くが決定。
昭和50年頃には現在の都市計画道路網の原形が概ね形成。
また、近年、整備ペースも鈍化しており、長期未着手の都市計画道路が多く存在。

③社会情勢等の変化

・本格的な人口減少・高齢社会の到来に伴い、「拡散型社会」から「成熟型社会」に
住民ニーズが変化。より安全・安心で質の高い都市計画道路が求められている。

・建築制限に対する新たな司法の見解（法第５３条）

（７）都市計画道路の見直し①
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近年の社会経済情勢の変化等に適切に対応するため、平成３０年８月、
改めて「都市計画道路見直し方針」を策定した。

都市計画道路見直し方針について

○未着手の都市計画道路について、計画の必要性などを再検証し、計画の「存続」、
「廃止」等の方向性を決定するにあたり、その基本的な考え方をまとめたもの。

○今後、本県と各市町村が相互協力のもと、地元の合意形成を図りつつ、
都市計画道路の見直しを行う。

都市計画道路の見直しの基本的な考え方

（１）未着手区間について見直しを検討
（２）社会経済情勢の変化などを考慮して必要性を検証
（３）財政負担の軽減、既存ストックの有効活用を考慮して代替性を検証

（７）都市計画の見直し 都市計画道路の見直し②
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見直し手順について

（７）都市計画の見直し 都市計画道路の見直し③



愛知県は、
市町村とともに将来に向けて
「持続可能なまちづくり」
を進めていきます。
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